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研究成果の概要（和文）：バンコクおよびビエンチャンの都市コミュニティに共通する事項として、行政からの支援政
策や大学からの事業に対する柔軟性があげられた。住民組織内においては閉鎖的な組織形態を保ちつつ、リーダーを主
軸とする外部との連携への意欲は非常に高いことが明らかになった。しかしながら、住民の参加率や生活習慣への影響
は限定的であり、事業成果が一過性のものになっている傾向も明らかになった。両都市の事例を通して、都市化段階や
政治体制の違いを超えたアジア型のコミュニティ主体型の開発プロセスの一端を見出すとともに、今後コミュニティ・
ガバナンスを促進する要件として、特に組織内に着目した包括的な活動体制作りを提案した。

研究成果の概要（英文）：Through research and comparative analysis in Bangkok and Vientiane Cities, it is 
revealed that flexibility of community organization toward supportive programs from external 
organizations such as municipality and university. Although community itself tends to be closed by 
residents, intention and capacity of person as leader is comparatively higher with mutual communication 
with local government and other organizations. However the intention has gaps between residents too. In 
order to promote establishment of community governance, transparency and inclusive structure inside 
community is suggested as an important element.

研究分野：アジアの都市計画、コミュニティ開発

キーワード： 都市コミュニティ・ガバナンス　住民組織　形成プロセス　アジア
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図４：回答者の職業形態 

 
図５は出身地におけるコミュニティ活動
に関する回答を示している。タイの場合は伝
統文化イベントやインフラの整備、公共スペ
ースが実施されている一方、ラオスでは比較
的出身地での活動は多くないことが明らか
と成った。 

 
図５：出身地でのコミュニティ活動 
 

図６：現在の住環境問題 
 
 

 現在居住しているコミュニティにおける
住環境問題をコミュニティ別に示したもの

が図６である。相対的にバンコクのコミュニ
ティがより多くの問題を抱えていることが
明らかである。特に、騒音と害虫に関しては
中心市街地および郊外のコミュニティどち
らにおいても指摘が多かった。「近隣関係の
希薄化」で回答者数が他コミュニティより多
かったのはビエンチャンの郊外コミュニテ
ィであった。 
現在のコミュニティにおける活動へのコ
ミットメントのレベルを把握する為、活動グ
ループへの認知度と実際の所属と参加にど
れだけ開きがあるのかを分析した。所属に関
しては、図７に示すように、住民委員会、貯
蓄グループが全体に平均して認知度が高い
が、実際に所属しているのは貯蓄グループで
あるコミュニティが多い。また、ビエンチャ
ンにおいては、女性グループの認知度および
所属率が高いことが明らかとなった。 

 
図７：コミュニティ組織の認知度と所属者数 
 
 活動に関しては、図８のように、図７の所
属との関係と比較すると認知度と参加者数
との開きは少なめであった。伝統・文化活動、
公共スペース清掃、インフラ整備、高齢者グ
ループ活動が共通する活動であることが分
かった。また、特にビエンチャン郊外のコミ
ュニティでは、認知度および参加率ともに高
い状態であることがわかった。 

 
図８：コミュニティ活動の認知度と参加者数 
 
 近隣コミュニティおよび自治体や大学な
ど外部機関と連携する機会があったら積極
的に関わりたいかどうかという項目では、バ



ンコクのコミュニティが強く希望する住民
が多い一方で、ビエンチャンでは負担次第で
希望するという割合が郊外コミュニティに
おいて９割近い回答となった（図９）。 
 

図９：近隣コミュニティとの連携意欲 
 
（４）得られた分析結果と考察 
バンコクおよびビエンチャンの事例から、
アジアの都市コミュニティは、近年の住民参
加の制度化という外部からの促進を受け、特
に 1990 年代以降に住環境改善を目的とする
組織化が急速に進められてきており、活動を
基盤としたコミュニティを形成してきたと
いえる。伝統的な近隣同士の相互扶助といっ
たゆるやかな繋がりだけではなく、活動の運
営、資金の管理、外部との交渉、交流などを
通して、さらにコミュニティとしての組織お
よび人材の成長がみられたが、そのような責
任や負担を受けることのできる人物も限ら
れており、人材育成が暗黙の共通課題となっ
ていることが明らかとなった。結果的に、事
業や活動が住環境改善の成果として得られ
るかどうかは、結局コミュニティとしての能
力次第という側面も否めないのが事実であ
る。本調査の事例から、近年では市街地およ
び郊外においても、コミュニティ内外におけ
る連携への意欲の高まりが顕著であり、もは
や住環境問題は一部のコミュニティだけで
はない共通課題と認識されつつある。これま
でのコミュニティを対象とした住民参加制
度から一歩進み、インフォーマルかフォーマ
ルかといった枠組みにとらわれないコミュ
ニティとしての再評価、そしてより広いエン
パワメントが都市レベルで必要な局面に立
っているといえる。 
アンケート分析結果についてはコミュニ
ティの物理社会的条件等をもとに、相関関係
を分析中であるが、都市化のレベルに関わら
ず、住民主体型の活発な活動実態が明らかと
なり、外部との連携においても高い意欲がみ
られた。特に社会主義体制の色濃いビエンチ
ャンにおいては、バンコク同様にリーダーを
中心とした活動が確認され、政治体制や経済

状況の異なるアジアの国々に共通するプロ
セスを経ている可能性が示唆される。今後さ
らなる詳細分析および議論を通して、アジア
型の都市コミュニティの実態を踏まえたま
ちづくり施策への提案を試みたい。 
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